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研究要旨：（背景）肝炎対策基本指針の見直しにおいて、肝硬変又は肝がんへの移行

者を減らすことが目標と設定された。現在、肝炎政策スキームの各ステップ（受検、

受診、受療、治療後フォロー）において、各実施主体の達成数値目標が統一されてお

らず、事業と肝炎医療の向上を推進するための改善策を提示しにくい状況である。肝

硬変への移行者の減少を政策目標に設定する場合、慢性肝疾患の病状変化を把握す

る指標が必要であるが、現在使用されている線維化判別式（FIB-4 等）の妥当性評価

や新規指標の探索が必要である。 
（目的）本研究班では、①肝炎政策に係る各事業、医療実施主体別に事業実施、医療

提供の程度と質を評価する指標を作成する。指標の妥当性、有用性を、自治体、拠点

病院、厚生労働省、肝炎情報センターの 4 者で評価・検証し、総合的な肝炎政策の推

進に向けた具体的な取り組みの提言を行う。②ウイルス肝炎検査に関する全国調査

（国民調査）を実施し、2011 年国民調査と比較することで、ウイルス肝炎検査に対

する国民意識の変化、肝炎施策の認知度の向上等を明らかにする。③臨床的肝硬変

移行率を推計する指標、方策を確立し、疫学的病態推移（マルコフモデル）と比較す

ることで有効性・妥当性を評価する。 
（方法） 
肝炎医療指標・各事業指標の作成・運用・評価： 
各事業平成 29 年度に研究班員、外部評価委員（患者代表含む）が指標検討委員会で

討議し、デルファイ変法によって合意を得た指標を確定した。平成 30 年度に全指標

を有効性、妥当性、継続可能性の観点から評価し、肝炎医療指標（29 指標）、自治体

事業指標（19 指標）、拠点病院事業指標（18 指標）を確定した。同年、各指標を調

査・評価した。令和元年度は肝炎医療指標（9 指標）・診療連携指標（6 指標）、自治

体事業（19 指標）、拠点病院事業（21 指標）を調査・解析した。自治体事業指標の運

用法を検討するために、自治体事業担当者を対象にアンケート調査を実施した。肝疾

患専門医療機関を対象とした肝炎医療指標パイロット調査を全国 10 都道府県 50 施
設を対象に実施した。 
2017 年度国民調査と 2018 年度追跡調査の実施・評価： 
平成 29 年度ウイルス肝炎受検に関する国民の意識全国調査（国民調査）を実施した。

住民基本台帳・選挙人名簿に基づく層化二段無作為抽出により選ばれた 20-85 歳の

30,000 人を対象として標本調査を行なった。同調査によりウイルス肝炎検査受検率

およびその変化には地域差があることが明らかになったため、平成 30 年度に 10 府

県を対象に追加調査を実施し、受検率増減に関与する因子を解析した。 

肝硬変移行率指標の検討： 
2 回ないし 1 回肝生検を受けてその時点での線維化評価が確定している症例を用い

て３つのコホートを設定し、多施設共同（全国 11施設）で高度肝線維化（F3相当）
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から肝硬変（F4）に移行する年数・率の推定を試みた。 
（結果） 
肝炎医療指標・各事業指標の作成・運用・評価 
  拠点病院では均てん化された肝炎医療が提供されている。 
  拠点病院で電子カルテアラートシステムが導入されていても、対象患者の拾い上

げと結果の確認が困難な場合がある。 
  拠点病院・専門医療機関の院内連携・病診連携を推進する方策が必要である。 
  肝炎医療コーディネーターの養成と拠点病院、専門医療機関、保健所への配置は

進んでいるが、自治体担当部署への配置をさらに進める必要がある。 
  自治体事業指標は自治体担当者には有用性が理解されており、今後事業計画への

反映が期待される 
2017 年度国民調査と 2018 年度追跡調査の実施・評価： 
  2011 年度国民調査結果と比較して、2017 年度調査ではトータル受検率は 10％
以上増加した。 

  2018 年度追跡調査では 10都道府県の受検率変動に関する要因は多様であった。 
  非認識受検率の低下を目指す対策が必要である。 
肝硬変移行率指標の検討： 
  いずれのコホートでも B 型肝炎は肝硬変診断精度は低く、肝硬変移行率に一定

の傾向を認めなかった。 
  C型肝炎では後方視的解析群において APRI、FIB-4 index いずれも約 10 年で進

行肝線維化（F2）から肝硬変への移行を認めた。 
  前方視的解析群の無治療群では高度肝線維化（F3）から肝硬変への移行は 2.5-6

年であった。 
（結論）指標調査の結果、肝疾患診療連携拠点病院においては、均てん化された肝炎

医療が提供されていたが、院内連携・病診連携の改善が必要である。専門医療機関向

け肝炎医療指標の全国展開が期待される。国民のウイルス肝炎検査受検意識は向上

しているが、受検しない層へは地域の実情や感情に応じたアプローチが必要である。

また非認識受検率の低下が必要である。肝硬変移行率評価指標に関しては、C型肝炎

に置いては APRI/FIB-4 の有用性が示されたが、B型肝炎に対しては別の指標が必要

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

 2016 年、肝炎対策基本指針の見直し

が行われた。同指針では、肝炎ウイルス検

査の受検、肝炎ウイルス陽性者の受診・受

療、専門医療機関・肝炎診療連携拠点病院

等（以下、拠点病院）による適切かつ良質

な肝炎医療の提供というスキームの中で、

肝硬変又は肝がんへの移行者を減らすこ

とが目標と設定されている。しかし上記

スキームの実施現状調査によると、受検

率、肝炎ウイルス陽性者のフォローアッ

研究分担者： 

是永匡紹・国立国際医療研究センタ

ー・室長 

田中純子・広島大学・教授 

板倉 潤・武蔵野赤十字病院・副部長 

大座紀子・国立国際医療研究センタ

ー・客員研究員 

島上哲朗・金沢大学医学部附属病院・

特任教授 

瀬戸山博子・熊本労災病院・部長 

研究協力者： 

黒崎雅之・武蔵野赤十字病院・部長 



 
 
 

 
 

3 

プ、肝炎医療コーディネーターの養成と

適正配置など、十分ではない課題が指摘

されている。 

 肝炎ウイルス陽性者のうち非肝臓専門

医に受診した患者が、そのまま専門医療

機関、拠点病院へ紹介されず経過観察さ

れている事例も多い。各自治体において

病診連携を推進し、適切で良質な医療が

提供できる体制を構築する必要がある。

また肝臓専門医の偏在、医療機関での診

療格差、自治体間で医療体制格差も存在

しており、「良質な肝炎診療」を評価する

指標も必要である。肝炎政策の達成目標

を肝硬変への移行者の減少に設定する場

合、複数年の病状変化を再現性良く診断

する指標が必要であるが、現在臨床で使

用されている線維化指標（FIB-4など）の

妥当性の評価や新規指標の探索なども必

要である。 

 本研究班では、肝硬変、肝がんへの移行

者の減少に資することを目指し、各事業、

医療実施主体別に事業実施、医療提供の程

度と質を評価する指標を作成する。指標の

妥当性、有用性を、自治体、拠点病院、厚

生労働省、肝炎情報センターと外部委員

（患者団体等含む）で検証し、総合的な肝

炎政策の推進に向けた具体的な取り組み

の提言を行う。 

 

B. 研究方法 

肝炎医療指標、事業評価指標の開発と運

用： 

平成 29 年度：肝炎対策基本指針の見直し

により設定された達成目標（肝硬変、肝が

んへの移行者の減少）の実現に資するこ

とを目指し、各事業、医療実施主体別に事

業実施、医療提供の程度と質を評価する

指標を作成する（肝炎情報センター事業

は肝炎対策推進室での実施有無評価にな

るため指標案は作成せず）。指標の作成に

はデルファイ変法を用いる。作成の過程

で、実際に事業実施、医療の対象となる患

者団体からの意見も積極的に反映させる。 

 

平成 30 年度：平成 29 年度に確定した指

標（肝炎医療（32 指標）、自治体事業（26
指標）、拠点病院事業（21 指標））を各事

業主体別に評価した。 

平成 31 年度/令和元年度：修正版肝炎医

療の一部（9 指標）、診療連携指標（6 指

標）、自治体事業（19 指標）拠点病院事業

（21 指標）、診療連携指標（6 指標）を調

査・評価した。 
調査方法は下記の通りである。 
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平成29年度肝炎検査受検状況実態把握調査（国民調査）
肝炎ウイルス検査受検率 (20-79歳)	 2017年

性別認識・非認識別にみた肝炎ウイルス検査受検率（参考） 2011年
HBV N	=	23,720
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受検率71.0%	:	7� 受検率61.6%	:	6�

57.4% 48.0%

認識受検率
20.1	%

認識受検率
18.7	%

国民の約６割 国民の約５割

42.5% 52.1%
未受検

認識

非認識

未受検
認識

非認識

29.0% 38.4%

H29?A H30ČH31?A H31?A

���$
��
����p8�Q6,	��9´�,	�l
�hNC�,	E�(
��,	bª�

ć#u�I1&Ýá�ß4äçĈ

¦�Ýg£ ¦�Ýg£

!������

�7!�	�#�
����

��
��
�I

"��
�h��®x
l Oq{¹�
hPiê ^
ÕØ�h5[
¢y`�I

���'
�p�}��
1¤�h��
®x
l �h5[¢
y`ã ^

l �l
Ý¬U
l ��-��
tPi¦�
ć��Ĉ

���'��

���

"����

���

úĂ
þëî
nß
æç
¦�

�h
5[
�

�

��
�4

Pi
»¢
 c
¦�

ćF*
öĄ
÷ĆĈ

��
¦�
�p
�$
W�
ãà
R¡

ĲĴûċ½Đ��Ě¦üÊtr½Đ��wÀ�tr½ĐDµ�@Î�
(� �� �� �� �&

!�/+ ����Pià�x
\>¥}ß½�������
¥ZêxÑÛÑçE�Y

«¹�ą�¹�àB)�pÎC)
�pE�Y

��3	ÏB)�pl}ò
îüāîĄÐÏC)�pl}
òîüāîĄÐ

Oq{¹�=

!�/.
�pïîĂõºD�!¥�
/ć¼2ñĂùßæçºD
�ìāĆûôõùĀĈ

¼2ñĂùêxÑÙ�pïî
ĂõºD�ìāĆûôõùĀê
:�ÖÛÑçć:�ÖÛÑçċ
Ċ,	:�ÖÛÑÞÑċ0Ĉ

4YċĊ

ÏK���ß�éèç�p
ïîĂõgfà�dà§
]ßÚÑÛÐć�w���
�B<z{8��³«�
�z~0423�1"Ĉ

Oq{¹vs
¨f

!�/*,
�'ÈÅÅl}.Xß8×
çÁ'��¸ÈÅÅl}�à
ÊÅËgfê5[ÖÛÑç

l}µ0�ßHCVRASgfê
5[ÖÙ�

C)�pć��-ĈE�ÜDAAl
}ê!ÔÙ�

��3	ÏC)�pl}ò
îüāîĄÐ

Oq{¹�=

"��

�%)*,

°¯@��Î�pïîĂõ
gfºD_�g!¥tćr
4He|gf��h�ĉ
��J��â1¤�}j
¶��Î�B,�h�Ĉ

�'�7gf!¥�Yćr4
He|gf��h�ĉ��J
��â1¤�}j¶��Î�
B,�h�Ĉ

ÉÇÌM
ºD�YÎÉÆÍM�º
D�Yćr4He|gf��h
�ĉ��J��â1¤�}j
¶��Î�B,�h�Ĉ

�B,�hÎr4He
|gf��h

#°¯@�k
ßLS

"��

3156
024).

�pïîĂõºD�!¥t
�pïîĂõºD�àP4�
}j¶!¥�Y

�pïîĂõgfºDÜþð
ăĆìøÿ�h%G�Y

�B,�hÎ²|��
·Q�h

�l
¨f�

"��

� )*
�p�}óĆúíýĆ÷Ć
±�smć±�+J�Ĉ

;ÞÓÝåĊ�à�p�}óĆ
úíýĆ÷ĆÒ±�ÕèÛÑç
Oq{¹Y

�zE¥}¬UOq{¹Y

�p�}óĆúíýĆ÷Ć
à¾I�âoxßÚÑÛ
ćÁ¿ÀÄ?ÂaÁÃ\�~¿ÂÁÃ
�Â"�w����B<
³«�Ĉ

�l
¨f

���'

)-
�zE�©VTöĄ÷Ć�
©�Y

�©�Yć�YĈ 4YċĊ
�pE��VT8��h
5[��

Oq{¹vs
¨f

tr��Ö½Đĕí&Ľ'

4D�$(�$G���$trÂĒD;HD�ğ@7>±�6ONÿ�¥�(bh[Z)@(RU_We)Pī0@'��� 

�Ĝ¡Ĳĳá
&�������'

ē�Ĝ¡Ĳĳá
&���������'Ķ¡ĲĴ

Ĳ3QvęĲĳá

ėĮ�Ĳĳá÷säDÃö

�kłĔĶ¡ĲĴ@ĥå
&�o'

Ĳĳá
&	��o'

>!0&łĔ�'$
�!�+���&kä/o'

�kaVh% Ĳĳá@ĥå
&	��o'

Ķ¡ĲĴ
&	���o'

>!;&aVh%�'$
	���	���!�+	����&kä/.'

��������6=�
ĿĲ{ÃP
�®pÕs7"	��Ķ¡
ĲĴ��
��ĲĳáDĥå@B=;
ID&Ĳ{ÃD�ĸk'

ŀĲ{Ã?Ĳĳá@ĥå6O;ID
&Ķ¡ĲĴG?��ó�Cďă'

ŁĲ{Ã?Ķ¡ĲĴ����@ĥå6O;
ID&ĲĳáG?��ó�Cďă'

dgYaÒäf^g?D
üîć÷Çį@Dæı Ĳìě��čË$����
�	��BA

平成29年度肝炎検査受検状況実態把握調査（国民調査）
肝炎ウイルス検査受検率 (20-79歳)	 2017年

性別認識・非認識別にみた肝炎ウイルス検査受検率（参考） 2011年
HBV N	=	23,720

17.6	
14.5	
20.3	

30.4	
28.8	
31.8	

52.0	
56.8	
47.8	

全体 N=23,720
男性 N=10,712 
女性 N=12,842 

HCV N	=	23,720

17.6	
14.4	
20.5	

39.8	
38.6	
41.0	

42.5	
47.0	
38.5	

全体 N=23,720
男性 N=10,712 
女性 N=12,842 

HBV N	=	7,954

18.7	

15.2	

21.4	

42.9	

39.2	

45.9	

38.4	

45.5	

32.7	

全体 N=7,785 

男性 N=3,471 

女性 N=4,312 

HCV N	=	7,785

20.1	

15.2	

24.0	

50.9	

48.8	

52.6	

29.0	

36.0	

23.3	

全体 N=7,954 

男性 N=3,536 

女性 N=4,416 

認識受検 非認識受検 受検していない

受検率71.0%	:	7� 受検率61.6%	:	6�

57.4% 48.0%

認識受検率
20.1	%

認識受検率
18.7	%

国民の約６割 国民の約５割

42.5% 52.1%
未受検

認識

非認識

未受検
認識

非認識

29.0% 38.4%
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・肝炎医療指標：肝疾患診療連携拠点病院

（以下、拠点病院、全国 71施設）を対象

に実施 

平成 30 年度：平成 30 年 4月-9月に受診

した肝疾患患者について診察医の診療方

針を調査した。対象となる診察医は主な

診療担当医より各施設で選定することと

した。 

令和元年度：令和元年 9月 1日〜11月 30

日に受診した肝疾患患者について診察医

の診療方針を調査した。前年度と同様に

対象となる診察医は主な診療担当医より

各施設で選定することとした。 

肝炎等克服政策研究事業「診療連携班」

（代表：金子周一）と連携して、病診連携

指標（HBV/HCV 別・計 6 指標）を作成し、

肝炎医療指標調査と併せて実施した。 

また、肝疾患専門医療機関向け医療指標

パイロット調査を実施した。 

・肝疾患専門医療機関向け肝炎医療指標： 

基本方針：(1)専門医療機関の条件を自治

体が把握するために使用可能なものとす

る、(2)拠点病院向け肝炎医療指標の項目

のうち基本的なものを反映する、(3)病診

連携指標を含める、(4)肝がん・重度肝硬変

治療研究促進事業の指定医療機関認定の

有無も含めて調査する、(5)肝炎医療コー

ディネーターの有無も含めて調査する、調

査方針：(1)全国各ブロックから10の自治

体を選定、(2)各自治体あたり5施設への調

査依頼を想定。計50施設をめど。施設選定

は各自治体に一任する、(3)振り返り調査

とする（2019年4月～6月の実績調査）、

(4)医事課担当者が記入可能な内容にする、

(5)レセプト病名ベースでの判断とする。 

複数の自治体にパイロット調査実施： 

2019年10月30日に肝炎対策推進室より1

0の自治体に作業依頼を発出した。全国8

ブロックから1～2つの自治体を選定した。

（作業期間は約2か月） 

 

・自治体事業指標：全都道府県を対象とし

て、肝炎対策推進室が毎年 6 月-9 月に実

施している自治体事業調査結果から、自

治体事業指標該当項目を抽出し評価した。 

平成 30 年度/令和元年度：同様に実施。 

令和元年度：自治体事業担当者を対象に

自治体事業指標に関するアンケート調査 

調査期間：令和元年7月18日〜8月9日） 

対象自治体 154（都道府県 47、保健所設

置市・特別区 97） 

回収自治体 116（都道府県 43、保健所設

置市・特別区 73）回収率 75％ 

 

・拠点病院事業指標：平成 29 年度時点拠

点病院（全 70施設）、平成 30 年度時点拠

点病院（全 71 施設）を対象として実施。 

平成 30 年度：肝炎情報センターが実施し

た平成 29 年度拠点病院現状調査と併せ

て、平成 29 年度実績について平成 30 年

6月-7月に調査した。 

令和元年度：前年度と同様に平成 30 年度

拠点病院現状調査と併せて、平成 29−30

年度実績について令和元年 6 月-7 月に調

査した。 

 

ウイルス肝炎検査受検に関する国民調査

（2017 年度国民調査・2018 年度追跡調

査）： 
平成 29 年度：肝炎検査受検状況実態を把

握するため、住民基本台帳・選挙人名簿に

基づく層化二段無作為抽出により選ばれ
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た 20-85歳の 30,000 人を対象として標本

調査を行なった。調査項目は平成 23 年度

の国民調査を踏襲しているが、一部修正

を行っている。また QOL の検討用に、日

本版 EQ-5D(3 段階版)の質問票を追加し

た。ウイルス肝炎検査に対する国民意識

の変化、肝炎施策の認知度の向上等を明

らかにする。 

平成 30 年度/令和元年度：2017 年国民調査

結果より、ウイルス肝炎検査受検率および

その変化には地域差があることが明らかに

なった。都道府県別にみた肝炎ウイルス検

査受検率の変化に寄与する要因を検討する

ために、追加調査を実施した。対象は受検率

が増加あるいは減少している 10府県（青森、

岩手、茨城、神奈川、石川、大阪、広島、愛

媛、佐賀、熊本）とし、選挙人名簿に基づく

層化二段無作為抽出法により選出された

20-85 歳の 11,000 人とした。平成 31 年 1

月に調査票を配布し、令和元年度に解析を

行った。ウイルス肝炎検査に対する国民意

識の変化、肝炎施策の認知度の向上等を地

域性の観点から明らかにする。 

 

肝硬変移行率評価指標の開発と運用： 
平成29年度：武蔵野赤十字病院、国立国際

医療研究センター、金沢大学病院において

ウイルス肝炎患者コホートを設定する。 

・コホート①：肝生検を２回以上実施され

ており、最終的に肝硬変（F4）と診断され

た患者 

・コホート②：肝生検により肝硬変（F4）

と診断された患者（後方視的観察群） 

・コホート③：肝生検により高度線維化（F

3）と診断された患者（前方視的観察群） 

上記３コホートで、保険診療内検査で算

出可能であり、肝線維化判別能が認めら

れている線維化マーカー（APRI、FIB-4 等）

の経時的推移を検討する。非肝硬変から

肝硬変に至る年数、線維化 Stage の進行

速度、移行者年率などを推計する。抗ウイ

ルス療法による肝硬変進展率（速度）の抑

制効果も評価する。 

 

平成30年度：研究参加施設：武蔵野赤十字

病院、国立国際医療研究センター、金沢大

学、広島大学、久留米大学、熊本大学、山梨

大学、大阪市立大学、兵庫医科大学、北海道

大学（全国10施設）からの症例登録を推進し

多数例で検討した。 

令和元年度：武蔵野赤十字病院で肝生検

を行った、B 型および C型慢性肝炎症例

を用いて、advanced fibrosis(組織学的 F3

相当)および肝硬変を示す APRI score お

よびFIB-4 indexのカットオフ値を決定し

た。これを用いて、これまでの 3 コホー

トのうち APRI score、FIB-4 index を検討

しないコホート①を除いて、以下の 2コ

ホートを対象として検討を行った。 

コホート②：肝生検で肝硬変と診断され

た症例群を対象とし、APRI、Fib-4 で

“significant fibrosis（F2≦）”と判定された

時期から”cirrhosis”判定または生検診断

までの期間（0.5 年単位）を検討した。 
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平成29年度肝炎検査受検状況実態把握調査（国民調査）
肝炎ウイルス検査受検率 (20-79歳)	 2017年

性別認識・非認識別にみた肝炎ウイルス検査受検率（参考） 2011年
HBV N	=	23,720

17.6	
14.5	
20.3	

30.4	
28.8	
31.8	

52.0	
56.8	
47.8	

全体 N=23,720
男性 N=10,712 
女性 N=12,842 

HCV N	=	23,720

17.6	
14.4	
20.5	

39.8	
38.6	
41.0	

42.5	
47.0	
38.5	

全体 N=23,720
男性 N=10,712 
女性 N=12,842 

HBV N	=	7,954

18.7	

15.2	

21.4	

42.9	

39.2	

45.9	

38.4	

45.5	

32.7	

全体 N=7,785 

男性 N=3,471 

女性 N=4,312 

HCV N	=	7,785

20.1	

15.2	

24.0	

50.9	

48.8	

52.6	

29.0	

36.0	

23.3	

全体 N=7,954 

男性 N=3,536 

女性 N=4,416 

認識受検 非認識受検 受検していない

受検率71.0%	:	7� 受検率61.6%	:	6�

57.4% 48.0%

認識受検率
20.1	%

認識受検率
18.7	%

国民の約６割 国民の約５割

42.5% 52.1%
未受検

認識

非認識

未受検
認識

非認識

29.0% 38.4%

• 肝炎医療の均てん化はある程度達成
• 院内連携の推進が課題

• 肝炎医療Coの配置︓拠点病院, 保健所はほぼ達成
• 専⾨医療機関, 市町村肝炎担当部署は⼗分でない

2017国⺠調査の追加調査
• ⽬的︓受検率の上昇・低下要因の

解析
• 調査期間︓2018年1〜2⽉
• 対象︓10府県
(⻘森, 岩⼿, 茨城, 神奈川, ⽯川, ⼤阪, 
広島, 愛媛, 熊本, 佐賀)

未受検理由
• きっかけがなかった (38％)
• 定期検診項⽬にない (35％)
• ⾃分は感染していないと思う(26％)

コホート２︓F2→F4に10~11年
コホート３︓F3→F4に2.5~5.7年
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コホート③：肝生検で F3 と診断された症

例群を対象とし、”cirrhosis”判定までの期

間（0.5 年単位）を検討した。データは武

蔵野赤十字病院、国立国際医療研究セン

ター、金沢大学および、広島大学、久留米

大学、熊本大学、山梨大学、大阪市立大学、

兵庫医科大学、北海道大学より集積し、匿

名化の上、網羅的に解析を行った。 

APRI score、FIB-4 index以外の線維化評

価法として ELF score による経時的な検

討を行った。以前当院では ELF score の

検討を行ったことがあり、該当症例の現

在の ELF score を測定することで、2 時

点間の経時的な変化を検討した。 

 

C. 研究結果 

肝炎医療指標、自治体事業指標、拠点病院

事業指標の評価 

平成 30 年度肝炎医療指標調査（32 指標）： 

全指標の中央値は 0.90であった。重み別

の中央値は「重要」指標が 0.95、「標準」

指標が 0.55、「参考」指標が 0.78であり、

拠点病院では均てん化された肝炎医療が

提供されていた。 

 

指標の適正度について、1）対象症例の拾

い上げが困難、２）対象症例が少ない、３）

調査値が低いという３つの観点から検討

した。 

各指標の調査回答率を比較すると、電子

カルテアラートシステムに関する指標

（肝炎-7、肝炎-8）が平均 36.8％と低値で

あった。対象症例数を比較しても、同指標

や B型肝炎 PEG-IFNα投与例は少数であ

った。調査値の低い指標に関しては、調査

期間（６ヶ月）の影響や必要性の認識の差

が影響している可能性が示唆された。こ

れらの指標に関しては、有効性、継続性を

再評価し、削除または重みの変更も必要

である。 
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a)指標の適性度 
指標の適性度について、1.対象症例の拾い上げが困難（図２）2.対象症例が少な
い（図３）3.調査値が低い（図４）という 3つの観点から検討した。 
その結果、検討を要する指標として電⼦カルテアラートシステム陽性者に関す
る指標（肝炎-7,8）、B 型肝炎におけるペグインターフェロン治療患者に関する
指標（肝炎-23）、肝線維化診断に関する指標（肝炎-1,17）、SVR確認に関する指
標（肝炎-13）、肝硬変合併症（上部消化管内視鏡検査実施）に関する指標（肝硬
変-1）が挙げられた。 
これらの指標について継続あるいは重み案の変更、削除について検討中である。 
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7 

 

肝炎ウイルス陽性者を適切に専門医に紹

介し、必要な医療を提供するためには、電

子カルテを用いた陽性者アラートシステ

ムの設置が求められている。拠点病院に

おける陽性者アラートシステムの導入率

は 50％程度であった。 

 

特に、非専門診療科からアラートシステ

ムを介して消化器内科、肝臓内科への紹

介指標（肝炎-7）は達成度が低く、システ

ムが設置されていても十分に機能してい

ない状況が明らかになった。 

 

 
令和元年度拠点病院向け肝炎医療指標（9
指標）： 

71施設中 57施設から回答が得られた（回

収率：80.2％）。（結果下図） 

 

 

 

 

 

 

 

b)達成⽬標の設定（「重要」指標について） 
本調査では事業改善のための⽬印として指標案を作成した。 
事業改善の⼿法としては一般に PDCAサイクルが⽤いられる。PDCAサイクル
において、達成⽬標の設定（Plan（計画））は重要な要素である。 
このため重み案「重要」指標における達成⽬標を検討した。 
全国での指標値の散布図を中間報告（図 5-1）、最終報告（図 5-2）について⽰
す。図からも分かるように指標値 0.8~0.9 付近で⼤きく 2 群に分かれていた。
中間報告においては指標値 0.8以上の指標項⽬が 14/17項⽬（82.4%）、最終報
告では指標値 0.8以上の指標項⽬が 12/17項⽬（70.6%）であった。 
これらの結果から重み案「重要」指標における達成⽬標は 0.8が適切と考えられ
た。 

 

重み 指標番号 項目 分子 指標

標準 肝炎−5
肝炎ウイルス陽性者受診勧奨
(電子カルテによる陽性者アラー
トシステム)

電子カルテを用いた肝炎ウイルス陽性者
アラートシステムを導入している

導入している=1
していない =0

回答施設数 (n=52)

重み 指標番号 項目 分子 指標

標準 肝炎−6
肝炎ウイルス陽性者受診勧奨
(電子カルテによる陽性者アラー
トシステム)

電子カルテを用いた肝炎ウイルス陽性者
アラートシステムにより、消化器内科・
肝臓内科への受診を指示している

指示している=1
していない =0

回答施設数 (n=52)

院内連携関連指標

H30指標班：肝炎医療指標暫定最終報告（調査期間：H30年4月~9月）

対象：全国肝疾患診療連携拠点病院（全71施設, H30度）

0.57*

(n=49)

0.60*

(n=47)

導入している
53.8%

導入していない
46.2%

肝炎−５：導入の有無

指示している
53.8%

指示していない
46.2%

肝炎−６：受診指示の有無
*回答拠点病院数を基にした暫定割合（分子/回答拠点病院数）

7

重み 指標番号 項目 分子 分母

標準 肝炎−7
肝炎ウイルス陽性者受診勧奨
(電子カルテによる陽性者ア
ラートシステム）

電子カルテを用いた肝炎ウイルス陽性者
アラートシステムにより,
消化器内科・肝臓内科以外の診療科から
紹介されたウイルス肝炎患者数

電子カルテを用いた肝炎ウイル
ス陽性者アラートシステムによ
り, 消化器内科・肝臓内科への受
診を指⽰した患者数

院内連携関連指標 対象：全国肝疾患診療連携拠点病院（全71施設, H30度）

肝炎−7：アラートによる⾮専⾨診療科からの紹介率

全体：
分子：303
分母：885
指標：0.34

指標

施設数
(n=24)

中央値：0.00
SD：0.33

0.13
(41.7%)

16.7%“0”が14施設（58.3%）
H30指標班：肝炎医療指標暫定最終報告（調査期間：H30年4月~9月）
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（指標値の変化） 
• 指標が増加（改善）：肝炎 1，11, 

肝炎制度 4 

• 指標が変化なし：肝炎 5、6, 13, 肝

硬変 1, 2 

• 指標が減少（悪化）：肝炎 9 

（結果のまとめ） 

1) 非侵襲的肝線維化および SVR 確

認に関する指標は、設問を分かり

やすくすることで改善した。 

2) 肝がん・重度肝硬変治療研究促進

事業に関する指標は改善し、制度

の認知が進んでいることが示唆

された。 

3) HCV RAS 検査については指標が

有意に減少した。パンジェノタイ

プ型 DAA 製剤普及との関連が考

えられた。 

令和元年度診療連携指標の評価 

本調査における回収率は 80.2%（57/71施

設）であった。本調査においては無効な回

答が散見され、設問方法について再検討

が必要と考えられた。ブロック別および

全国の平均調査値を示す。 

 
紹介率（診療連携指標１）と逆紹介率

（診療連携指標３）の関係をみると下

図のように強い正の相関を呈してい

た。 

 

また HBV で診療連携の頻度が高い施

設は HCV でも同様に実施されていた。 

 

 

令和元年度専門医療機関向け肝炎医

療指標パイロット調査 

対象自治体：10 

回答自治体：5（回答率 50％） 

回答施設数：24（令和 2 年 1月時点） 
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（結果のまとめ） 

・ 二次医療機関からの回答が得られた 

・ 二次医療機関と三次医療機関の割合

は半々だった 

・ 一次医療機関からの回答は得られな

かった 

・ 常勤ないし非常勤の肝炎医療コーデ

ィネーターが従事していた 

・ 外来＋入院ののべ患者数はHBV 1,79

4名、HCV 1,232名であった（平均値） 

・ 専門医療機関で抗ウイルス治療を実

施していた 

・ 専門医療機関の要件「肝がんの高危険

群の同定と早期診断」のみならず、肝

がん治療そのものも実施していた 

・ 過半数の施設で、院内に肝炎ウイルス

検査陽性者の消化器・肝臓専門医への

紹介システム等はなかった 

・ 専門医療機関とかかりつけ医との連

携が確認された。一方で、拠点病院と

の連携は確認されなかった 

・ 過半数の施設がセカンドオピニオン

外来を実施していた 

・ 専門医療機関から他医療機関にセカ

ンドオピニオン目的に紹介したのは

平均0.5名であった 

 

拠点病院事業指標（18 指標） 

平成 30 年度/令和元年度：拠点病院事

業指標は拠点病院現状調査と併せて

令和元年 6−7月に実施した。全 71 拠

点病院から回答が得られた（回収率

100％）。各地域ブロックが肝炎医療に

関する異なる背景を持つことを考慮

し、拠点病院事業の全体像を捉えるた

めにバランスデータ（レーダーチャー

ト）で評価した。 

 

10

肝疾患専門医療向け肝炎医療指標調査

回答対象期間：　2019年4月～9月の6ヶ月間　※Iの(3),(4)のみ年度の回答をお願いします

レセプト病名ベースでご判断ください

不明な点は空欄で結構です

記載上の注意：　

B型肝炎は無症候性キャリア、慢性肝炎、肝硬変、肝がんを問わず

C型肝炎は慢性肝炎、肝硬変、肝がん、治癒後を問わず

I. 施設要件等

(1) 肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の指定医療機関である

はい いいえ 不明

(2) 何次医療機関ですか

一次医療機関 二次医療機関 三次医療機関

(3) 2018年度の外来のべ患者数（肝疾患を含む全外来患者数） 名

(4) 2018年度の入院のべ患者数（肝疾患を含む全入院患者数） 名

(5) 常勤の肝臓専門医又は指導医の数（外来診療のみの従事者も可） 名

(6) 非常勤の肝臓専門医又は指導医の数（外来診療のみの従事者も可） 名

名

(8) 腹部エコー検査を実施したB型・C型肝炎のべ患者数 名

(9) 肝炎医療コーディネーターの数（常勤・非常勤を問わず） 名

(10) 都道府県における専門医療機関の整備方針及び選定の要件を満たしていますか

はい いいえ 不明

II. ウイルス肝炎のべ患者数（外来＋入院）

B型肝炎患者数 名

C型肝炎患者数 名

Ⅲ. ウイルス肝炎治療のべ患者数　　※貴院での実施分に限ります

B型肝炎患者治療数

インターフェロン治療 名 核酸アナログ 名

C型肝炎患者治療数

インターフェロン治療 名 インターフェロンフリー治療 名

Ⅳ. 肝がん治療のべ患者数（ウイルス性/非ウイルス性、原発性/転移性を問わず）

(7) 日本消化器病学会消化器病専門医、専門医療機関の条件に合致す

るよう研修等受講のいずれかを満たす医師数（常勤・非常勤を問わな

い）（外来診療のみの従事者も可）（(5), (6)との重複可)

専⾨医療機関向け
令和元年肝炎医療指標調査
(パイロット調査)

位置づけ︓
• 都道府県が専⾨医療機関の施設要件
を確認するための情報も調査

→都道府県にとって必要な情報を調査
することで協⼒を得る

• 病院事務職員で回答可能な内容に絞
る

→担当医の負担を軽減

• 診療連携指標調査を含む
→拠点病院との⽐較が可能

調査⽅針
10⾃治体にパイロット調査（計50施設）
各⾃治体に専⾨医療機関の選定は任せる
調査対象期間︓2019年4⽉―9⽉
結果解析中
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全国 6 ブロック別にレーダーチャートで

比較すると、中四国ブロック、九州ブロッ

クでは全体的に全国平均を上回る取り組

みがされていることが明らかになった。 

（結果のまとめ） 

いずれのブロックでも平均-SD 以下を認

めず、全国的に均てん化した拠点病院事

業が行われていた。 

東海北陸ブロックでは患者・家族向け講

座、中四国ブロックでは就労支援、九州ブ

ロックではシミ向け啓発活動に力を入れ

ていた。 

 
自治体事業（19 指標） 

平成 29 年度/平成 30 年度：自治体事業指

標の評価に際して、指標に関する基本的

な考え方を整理した（重み付け）。指標と

は実施主体の取組状況を全国の中で評価

し、実施主体に取り組みの改善を促すも

のであることから、自治体単位指標とし

て修正した（検診関連 7、フォローアップ

関連 3、施策関連 9）（19 指標）。 

肝炎政策の推進に重要な肝炎医療コーデ

ィネーター（以下、肝炎 Co）の養成と配

置は、自治体事業の重要な柱である。拠点

病院には肝炎 Co はほぼ配置が完了して

いるが、肝疾患専門医療機関、市町村担当

部署には十分でない状況が明らかになっ

た。 

 

他の自治体事業指標に関しても、実際に都

道府県毎に指標値を算出しした。各指標か

ら都道府県間における各種肝炎対策の相

違が明らかとなった。 

平成 30 年度/令和元年度：前年度と同様

に都道府県ごとに指標値を算出した。拠

点病院には肝炎 Co はほぼ配置が完了し
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自治体施策－６ 都道府県別, 
コーディネーター配置状況（拠点病院）

都道府県別：コーディネーターが配置されている拠点病院数（H29）／拠点病院数
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自治体施策－７ 都道府県別, 
コーディネーター配置状況（専⾨医療機関）

コーディネーターが配置されている専⾨医療機関数（H29）／専⾨医療機関数
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自治体施策－８ 都道府県別, 
コーディネーター配置状況（保健所）

コーディネーターが配置されている保健所数（H29）／保健所数
（本所＋⽀所 ※指定都市, 中核市, その他政令市, 特別区は除く）
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自治体施策－９ 都道府県別, 
コーディネーター配置状況（市町村）

コーディネーターが配置されている市町村数（H29）/市町村数（H29）
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ている。前年度からの比較で、肝疾患専門

医療機関、保健所には肝炎 Co の設置が進

んでいるが、市町村担当部署には十分で

ない状況が明らかになった。 

 

 

 
自治体事業指標に関するアンケート調査 
調査期間：令和元年 7月 18日〜8月 9日 

対象自治体 154（都道府県 47、保健所設

置市・特別区 97） 

回収自治体 116（都道府県 43、保健所設

置市・特別区 73） 

回収率 75％ 

 

 

 

自治体担当者への調査によって、自治体

事業の有用性が理解されており、今後の

利用が期待される。 

 

ウイルス肝炎検査受検に関する国民調

査・追跡調査実施 

平成 29 年度：平成 29 年 12月に調査票・

協力依頼状城を発送し、平成 30 年 1月末

に回収を終了した。回収数は 30,000件の

うち10,203件、回収率は34.0%であった。

H23 年調査よりやや高い回収率となった。 

1) 受検率については、H23 年調査と同様

の対象年齢（20歳〜79歳）とした場

合、B型肝炎ウイルス検査認識受検率

20.1%、C型肝炎ウイルス検査認識受

検率 18.6％となった。これは、H23 年

調査と比較して 2.5ポイント、1ポイ

ントの増加が認められた。 
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⾃治体事業指標の評価（H30/R1）調査対象︓全都道府県調査期間︓平成30年/令和元年
調査票回収率︓47/47都道府県（100％）
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⾃治体事業指標の評価（H30/R1）- 肝炎Co配置指標
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３－１ 指標の利⽤について
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2) 一方、非認識受検を含めた受検率につ

いても、B型肝炎ウイルス検査受検率

71.0％、C型肝炎ウイルス検査受検率

61.6％となり、それぞれ H23 年調査

と比べ、12.6 ポイント、13.6 ポイン

トの増加がみられた。 

3) 未受検率については、性別、年齢別、

ブロック別にみると B 型肝炎ウイル

ス未受検率、C型肝炎ウイルス未受検

率いずれも 10 ポイント以上の減少が

認められ、平成 23 年度からの 6 年間

に於いて、未受検者が減少し、検査が

推進したことが明らかとなった。 

 

平成 30 年度/令和元年度：平成 23 年度及び

平成 29 年度の結果から、6 年間で受検率が

増加した、あるいは増加しなかった 10府県

（青森県、岩手県、茨城県、神奈川県、石川

県、大阪府、広島県、愛媛県、佐賀県、熊本

県）を選択し、各自治体の選挙人名簿から層

化二段階無作為抽出法により選ばれた 20

歳～85歳の日本人 11,000件（10地域×110

件）を対象とし、郵送による調査票配布及び

回収を行った。調査期間は平成 31 年 1月～

2 月、白票等の無効票を除いた有効回収数

は 4,585 枚（41.7%）であった。調査項目

は、B型肝炎・C型肝炎の知識、検査受検の

有無、広報活動や公的助成の認知、生活習

慣・QOL に関する全 25 項目である。その

結果、以下のことが明らかになった 

1) 10 府県の肝炎ウイルス検査受検率は

19~35%で、全体では 26%であった。

佐賀県、茨城県は平成 23 年度と平成

29 年度の調査により、認識受検率が

増加しなかった県とされたが、平成

30 年度の認識受検率は増加していた。

両県では、大々的に肝炎検査普及活

動を行ったため、平成 23 年度の認識

受検率が高かったため、相対的に平

成 29年度の認識受検率が増加しなか

ったと考えられた。 

2) 行政施策の認知度は、10 府県全体で

知って肝炎プロジェクト 19.7%、無

料肝炎ウイルス検査 11.1%、初回精密

検査・定期検査公費補助 9.0%、 抗ウ

イルス療法医療費助成 12.2%、肝炎

コーディネーター2.9%であり、10府

県の中で佐賀県が最も高かった。 

3) 知っている自治他の取り組みは、10

府県全体でテレビ広報 25%、広報誌

（肝炎ウイルス検査）12%、医療機関

へのチラシ・ポスター12%などであ

り、10 府県の中で佐賀県ではテレビ

広報 49%、広報誌 21%、医療機関へ

のチラシ・ポスター18%などいずれ

も高値であった。 

4) 肝炎ウイルス検査受検者の受検機

会・場所については、10 府県全体で

は勤務先や健保組合の検診と答えた

ものが 44%で最も高かった。府県ご

とにみると、府県により受検機会は

様々であり、岩手や佐賀のように住

民検診と同等あるいは住民検診の方

が高い府県もあった。 

14

平成29年度肝炎検査受検状況実態把握調査（国民調査）
肝炎ウイルス検査受検率 (20-79歳)	 2017年

性別認識・非認識別にみた肝炎ウイルス検査受検率（参考） 2011年
HBV N	=	23,720

17.6	
14.5	
20.3	

30.4	
28.8	
31.8	

52.0	
56.8	
47.8	

全体 N=23,720
男性 N=10,712 
女性 N=12,842 

HCV N	=	23,720

17.6	
14.4	
20.5	

39.8	
38.6	
41.0	

42.5	
47.0	
38.5	

全体 N=23,720
男性 N=10,712 
女性 N=12,842 

HBV N	=	7,954

18.7	

15.2	

21.4	

42.9	

39.2	

45.9	

38.4	

45.5	

32.7	

全体 N=7,785 

男性 N=3,471 

女性 N=4,312 

HCV N	=	7,785

20.1	

15.2	

24.0	

50.9	

48.8	

52.6	

29.0	

36.0	

23.3	

全体 N=7,954 

男性 N=3,536 

女性 N=4,416 

認識受検 非認識受検 受検していない

受検率71.0%	:	7� 受検率61.6%	:	6�

57.4% 48.0%

認識受検率
20.1	%

認識受検率
18.7	%

国民の約６割 国民の約５割

42.5% 52.1%
未受検

認識

非認識

未受検
認識

非認識

29.0% 38.4%

疫学班（代表︓⽥中純⼦先⽣）と合同で実施
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5) 一方、肝炎ウイルス検査未受検者の

未受検理由は、10 府県全体では定期

検診のメニューにないから 42%、き

っかけがなかった 37%、自分は感染

していないと思うから 32%がいずれ

の府県でも高かった。 

 

 

 
肝硬変移行率指標研究 

APRI score, FIB-4 index の診断精度： 
平成 29 年度〜令和元年度： 

B型肝炎 207例、C型肝炎 641例を用い

て APRI score および FIB-4 index と組織

学的線維化診断との整合性を検討した。 

組織学的線維化程度と APRI score、FIB-

4 index はよい相関を示した。 advanced 

fibrosis(F3 相当)、肝硬変を end point と

する ROC解析では C型肝炎では B型肝

炎より比較的良い相関を示した。（C型肝

炎の AUROC：F3 診断、APRI score 0.781、

FIB-4 index 0.796。肝硬変診断、APRI 

score 0.824、FIB-4 index 0.852。B型肝

炎の AUROC：F3 診断、APRI score 0.651、

FIB-4 index 0.752。肝硬変診断 APRI 

score 0.689、FIB-4 index 0.754）。正診率

はB型肝炎、C型肝炎いずれにおいても、

また APRI score、FIB-4 index とも、特異

度 80%となるカットオフ値を用いた場合

に正診率が最大となり、カットオフ値はB

型肝炎 F3 診断 APRI score 1.10、FIB-4 

index 2.06、肝硬変診断APRI score 1.13、

FIB-4 index 2.32、C型肝炎 F3 診断 APRI 

score 1.14、FIB-4 index 3.47、肝硬変診断

APRI score 1.49、FIB-4 index 4.23であっ

た。 

コホート②：B 型肝炎 26 例、C 型肝炎

134例が検討可能だった。 

C 型肝炎症例群における年率変化値は

APRI=0.09/year、FIB-4 index =0.29/year

であった。APRI scoreでは F2 (カットオ

フ値 0.5）から F4（1.49）に至るまでの年

数は 11 年、F3（1.14）から F4 に至るま

での年数は 3.8 年であった。また FIB-4 

indexでは F3（3.47）から F4（4.23）ま

での年数は 2.6 年であった。B型肝炎症例

群では一定の傾向を認めなかった。 

コホート③: B型肝炎 145例（検討期間

中治療あり 136例、治療なし 9例）、C型

肝炎187例（検討期間中治療あり159例、

治療なし 28例）が検討可能であった。 
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C型肝炎未治療症例で APRI score、FIB-

4 index の漸増傾向を認めた。年増加速度

は APRI 0.14/year、FIB-4 index 0.40/year

であった。B 型肝炎では治療の有無にか

かわらず APRI、FIB-4 index とも明らか

な傾向を認めなかった。 

 
D. 考察 

平成 29 年度に確定した指標を平成 30 年

度、平成 31 年度/令和元年度に調査し、結

果を解析した。指標結果を各施設、都道府

県の担当者で共有し、課題を明らかにす

ることで、医療・事業改善の契機となるこ

とが期待される。 

各事業主体別指標の効果的な運用には継

続調査が必要であるが、調査に伴う作業

負担は小さくないため、簡略化した医療

指標の作成、他の事業調査への組み込み

など、指標運用の工夫も必要である。 

今年度は肝疾患専門医療機関を対象とし

た簡易版肝炎医療指標のパイロット調査

を 10都府県を対象に実施し、その結果を

解析中である。次年度以降に全国展開す

るためには、設問内容、調査依頼方法、結

果回収方法の検討が必要である。 

2017 国民調査結果に関しては、2011 年

調査の結果との比較から認識受検者より

以上に非認識受検者の割合が増えている

ことが明らかとなった。また都道府県に

より受検率の変動に差が大きいことも明

らかになった。2018 年度追跡調査の解析

により、受検率の増減に影響する地域要

因が明らかになった。 

肝硬変移行率評価指標に関しては、C 型

肝疾患においては APRI、FIB-4 が病態推

移をある程度反映するマーカーとして有

望であることが示された。しかし B 型肝

炎の病態推移を評価するには、APRI、FIB-

4 では不十分であり、ELF やエラストグ

ラフィーなど新たな Biomarker や画像評

価との組み合わせなど、更に検討が必要

である。 

E. 結論 

肝炎医療指標、肝炎政策関連事業指標の

調査と評価を行った。指標の有効性、妥当

性、継続可能性から検討を行い、拠点病院

向け肝炎医療指標（9 指標）、専門医療機

関向け肝炎医療指標（16項目）、自治体事

業指標（19 指標）、拠点病院事業指標（18

指標）に整理し調査した。経年的な調査結

果の比較により、指標値の改善が認めら

れた指標と、改善が認められない指標が

明らかになった。今後は各事業主体別に

効果的かつ効率的な指標の運用方法の確

立が必要である。専門医療機関向け肝炎

医療指標はパイロット調査によって専門

医療機関の肝炎医療の状況が把握できる

ことが示されており、次年度以降に全国

展開が必要である。 

ウイルス肝炎受検に関する国民の意識を

明らかにするために、2017 年版国民調査

と 2018 年度追跡調査を実施した。国民の

受検に関する意識は向上しており、国民

への啓発に関する肝炎政策の成果が見て

5
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取れた。一方で、いかなる機会を提供して

も受検しない集団の存在も明らかになり、

地域の実情や国民感情に応じた対策の立

案が求められる。また、非認識受検率は低

下しておらず、受検結果の周知の方法に

課題が残る。 

多施設共同で、ウイルス肝炎において

APRI および FIB-4 の病態推移評価指標と

しての可能性を検討した。B 型肝炎では

APRI/FIB-4 での評価は困難であった。C

型肝炎においては、APRI, FIB-4 の有用性

が示唆されたが、肝硬変進展率を反映す

る新たな評価指標の探索が必要である。 
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